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整備プロセス「構想企画」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１３ 

第１章  整備プロセス「構想企画」 
 

 

 

 

 

構想企画の段階では、公共建築整備指針における基本理念及び基本方針が、

施設整備の内容で具体的に、どのような検討・選択により達成出来るかにつ

いて理解し、各整備段階で実現する目標とすることから始めます。 

 

 

□事業発案時において、決定されている事項は多くはありません。事業に対

するニーズについても、例外ではありません。市民意識調査による裏付け、

アンケートの収集など間接的な要望を汲み上げながら、発意された事業を、

より現実的な利用者の視点で捉え直す必要があります。 

□事業手法について、施設の新規建設だけでなく、既存ストックを有効に活

用するなど、幅広い選択肢を視野に入れ、複数の案を比較検討する必要が

あります。 

□事業の立地を検討する場合において、企画部局、

建築計画部局など限られた組織の中で検証、決定

されてきた内容を、チェックシート作成により組

織全体に明確な説明がなされ、それによる新たな

意見、要望の提示など、総意として決定がなされ

るための検討が行われる必要があります。 

 

 

□構想企画段階において、事業計画の中心となるのは主管部局です。しかし、

達成目標を定めるためには、関係他部局による、技術的な意見や、実現性

の高い企画の提案が丌可欠となります。 

□実際の業務の進め方として、担当メンバーを一堂に会し、事業計画を行う

ことは、多様な業務をこなしている状態の中では困難であると考えられま

す。そのために、行政内情報ネットワークを利用した、新しい協働のしく

みを組み立てる必要があります。 

□事業整備にあたっての考え方を整理したチェックシートを、情報として蓄

積、共有していくことで、以降の公共建築整備における業務の技術向上が

図られ、円滑な行政事務の実施に役立ちます。 

 

関係部局の調整を図り円滑な行政事務実施 

ＰⅠ 

～協働のしくみを造る～ 

 

ニーズに対応する幅広な事業計画検討 ～選択できる企画を練る～ 

構想企画段階における業務達成成果目標 
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（１）事業目的を明らかにする 

□事業の発案時点での決定事項は、尐ないと考えられます。その既決事項を、

事業目標設定のまえに明らかする必要があります。 

□既存施設の改修、既存未活用ストックの用途変更を含めた改修など、多様

な事業手法について検討します。保全システムのデータ集積が役立ちます。 

（２）事業に対するニーズの確認 

□利用者ニーズを推し量るための検討を行います。事業によっては、市民意

識調査などの潜在的な要望だけでなく、市民参画を踏まえた市民参加型の

ワークショップ開催を選択する場合もあります。実際の開催は基本設計段

階からとしても、構想企画段階からの採否の検討が必要です。 

□時代の要望により変わっていく制度への柔軟な対応など、担当部局による

将来的な動向の予測が重要となります。 

（３）事業の内容を把握する 

□事業利用者の予測が、事業立地、規模などを想定する基礎となります。 

□事業のための必要用途を想定することは、事業の内容について具体的な想

像をふくらませる第一歩となります。 

□用途の想定から、他事業との複合整備の可能性について検討します。用途

を共有するメリット、異なる用途を持ち込むことによる交流促進など、積

極的な複合整備への検討を行います。 

（４）事業の立地を検討する 

□国土利用計画、静岡市都市計画マスタープランなどの考え方を読み解き、

事業立地を検討します。環境調和型の都市を目指し、完結性のある生活圏

を形成するためには、事業利用者想定が重要です。 

□利用者対象区域を適正に把握し、その圏域のなか

で立地を検討することにより「地域の魅力を活か

す」「快適空間の創造」が可能になります。 

□事業の立地が定まっている場合においても、その

立地に問題がないかを確認するために、必ず検証

が必要となります。事業候補地に関した詳細な資

料の収集が、この後の段階における設計条件に深

く関わりを持ちます。 

 

１ 事業目的達成のための目標を設定 

 

構想企画段階における業務進行水準 



 

１５ 

 

 

 

 

（５）事業の規模を検討する 

□事業規模については、構想企画段階での想定を、基本計画、基本設計の各

段階で、より詳細に検証します。この段階では整理された条件が尐ないた

め、規模の想定には既存施設や類似施設先進事例などから、利用人員の想

定を踏まえて、概略の想定を行います。 

□施設種別によっては、所轄官庁により施設整備基準が示されています。主

管部局によりその有無を確認する必要があります。この基準は、最低限必

要となる面積、用途室を示すことが多いため、実際の整備状況に必ずしも

合致するとは限りません。条件の有無を確認する事が重要です。 

□他事業との複合整備の可能性がある場合、立地検討における土地区画規模

想定に影響します。事業規模にふさわしい敷地を選定する必要があります。 

（６）公共建築物として必要な機能について目標を

設定する 

□この項目の検討が、公共建築物と民間建築物の大

きな違いを生み出します。構想企画段階では、具

体的な検討内容にはなりませんが、この内容を事

業計画当初から意識することが、静岡市公共建築

整備指針の趣旨を活かした、施設づくりへ繋がり

ます。 

□具体化されていない事業へ、当てはめる事が難しい内容ですが、主管部局

を中心とした関係部局のなかで、内容に対する情報の共有、新しい提案へ

の意欲、解決への問題意識を持つことが必要です。 

（７）類似施設先進事例調査記録 

□他施設の調査は、事業計画に対する具体的なイメージを描くために必要な

業務です。 

□調査方法で一番望ましいのは、実際の施設を訪れ、管理者の生の意見を聴

くことだと考えます。ただ先進事例など遠隐地である場合、高度情報化に

助けられた、机上の調査を行うことで、その代替えとします。出来るだけ

複数の調査資料の整備が、以降の事業具体化に活かされます。 

 

 

 

１ 事業目的達成のための目標を設定 

 



 

１６ 

 

 

 

（１）事業整備スケジュールを策定 

□事業整備のスケジュールは、事業の成否を決定する要素の一つとなります。

的確な時期に適正な事業が開始されない場合、ニーズの変化が事業を追い

越してしまうこともあり得ます。ただし、適正な業務期間をもたない事業

は、失敗してしまうことがあります。 

□事業の進行にはさまざまな協議、届け出が必要となり、その調整のために、

実務を行う部局の業務だけでは進捗が定まりません。 

□実際の業務では、必要となる届け出を先行して確認し、事前の準備、協議

を行うことにより、スムーズな手続の進捗を促します。 

 

 

（１）概算事業費策定 

□構想企画段階では概算事業費を大まかな枠として、想定します。建設整備

費、運営管理費、保全費、その他の項目で様々な費用を見込みます。 

□建設整備費については、想定された規模から、他施設事例の単価を検証し、

建設整備費を想定します。この場合重要な点は、その単価の中に含まれる

ものと、含まれないものとをはっきりとさせておくことです。 

□想定された建設整備費は、以降予算組みのため、精度を上げていきますが、

この段階の概算金額のなかに含まれないものが必要となったときに、構想

企画段階の単価を見直し、検証するという作業が必要となります。 

□運営費、保全費の算出も、他事例の検証による、想定となります。 

□事業費の検討に併せて、ＰＦＩ事業の採否や、指定管理者制度適用の可能

性についても検討する必要があります。 

□ＰＦＩ事業の導入については、事業調査票による定性分析、評価を行い、

適正のある事業についてはＶＦＭ試算による一次評価を実施し、効果が期

待されるものを候補事業として選定します。 

 

 

□以降の段階へ業務を引き継いでいけるような資料整備状況の確認と、他の

担当部局との協働の様子についての確認を行います。 

□業務期間をふりかえり、以降の作業への影響がないかを検証します。 

□チェックシート全ての内容が、この段階で決定出来るという状況は尐なく、

未決定事項の内容を、明らかにしておくことが重要です。 

２ 事業整備スケジュール策定 

３ 概算事業整備費策定 

４ 構想企画業務に対する評価 
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構想企画 P Ⅰ

業務進行水準 Ｐ Ⅰ 0 1

事業の立地を検討する

Ⅰ 0 ５ 事業の規模を検討する

主管部局

Ⅰ 0 ４

０

Ⅰ ０ １

既存ストックの把握

既存ストックの把握事業立地について検討する（事業用途による立地必要条件）

事業規模について検討する（類似施設先進事例調査記録）

0 類似施設先進事例調査記録

事業の内容を把握する

他事業との複合化の検討

静岡市総合計画プロジェクトとの関係

ニーズとの合致の状況

機能性についての目標

市民参画手法

建築設計部局

既存ストックの把握

Ⅰ

既存ストックの把握

建築計画部局

施工

０ ３

Ⅰ ７

施設管理者

既存ストックの把握

設計コンサルタント

総合計画との調整

財政部局

企画部局

総合計画との調整

Ⅰ

２

事業目的を明らかにする

事業の立地を検討する（静岡市都市計画マスタープラン上）

事業手法の選択（既存ストックの把握）

地域性についての目標

◇ ニ ー ズ に 対 応 す る 幅 広 な 事 業 計 画 の 検 討

◇ 関 係 部 局 調 整 を 図 り 円 滑 な 行 政 事 務 実 施

Ⅰ

環境保全についての目標

経済性についての目標

事業手法の選択（既存ストック利用の可能性検討）

６

事業に対するニーズの確認０

公共建築物として必要な機能について目標設定（技術協力）

事業の内容を把握する（事業必要用途を想定する）

事業目的達成のための目標を設定

市民意識調査の意見反映

公共建築物として必要な機能について目標を設定する

達成成果目標
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Ｐ Ⅰ 0 2 Ｐ Ⅰ 0 3 Ｐ Ⅰ － Ｆ

事業整備スケジュール策定0 1Ⅰ

PFＩ事業検討

整備事業費財源内訳

概算事業費策定

概算事業費策定（運営費）

ⅠⅠ 0 1

業務適正期間についての補足

市政における整備目標

1

事業整備の厳守すべき期日
Ⅰ

次段階業務へ引き継ぎの状況

構想企画業務に対する評価事業整備スケジュール策定 概算事業費策定

事業企画書内容抜粋

関係他部局との調整

関係他部局との調整

関係他部局との調整

関係他部局との調整

関係他部局との調整

０ ２

0
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事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企

事 教 文 健 経 防 住 生 主

その他

政策･施策･事務事業
施策

C 0 2

市民参画の方法検討
基本計画・基本設計段階での

月

主 管 部 局

担 当 者 名日

無し総合計画 □

政策

事務事業

事業の将来動向予測

静岡市総合計画プロジェクトとの関係

C 0 3

□有り

有り 無し

有り 無し

市民参画の方法について選択

□ □アンケート ワークショップ

□ その他 理由

- 0 0

既存施設改修利用

市民要望の有無 市民要望の抽出方法

事業への市民要望の有無 □

年

市民意識調査の意見反映 □

既存未活用建築物の状況

ニーズとの合致の状況

C

事業目的達成のための目標を設定 2 0 0 7 N

□

- 0 0

新営工事

□ 無し

非合致の場合の理由

市民アンケートなどの状況 要望事項と事業目的の合致 □ 有り

0 1

□

□ 未診断

既存事業施設の開設年

□

0 1

Ⅰ 0 2 □事業に対するニーズの確認

営繕工事の有無 既存ストック改修利用

当該建築物位置

当該建築物利用可能面積

年

使用可

耐震の状況

□

□

使用丌可

診断済

設備老朽化の状態

築 年 改修

既存ストックの転用可能性

事業手法の選択

既存施設の状況確認

C 0 3

C 0 2

2 0 0

事業の目的

N 記載開始年月日

1

C 0 1

P Ⅰ 0

事業目的を明らかにする

7 事 業 名 称

Ⅰ 0 1 □

事業の起因（起案時決定事項）

この内容は事業起案時に既に決定している事項について記入

事業起案時に明らかな事業の目的について記入

事業起案時に既に決定している条件について記入（例：立地など）

●新築
　既設改修→●既存施設の改修

　　　　　→●既存ストックの改修　を選択

管理者意見など

保全システムデータの活用

確認する

今回新たにアンケートを行うのでは無く、既にある意見収集の
中に要望の有無を確認する

（例：住民嘆願書が有り）

時代の要望により変わる制度に柔軟に対応する
（例：幼保一元化、療養型病床数を介護老人保健・福祉施設へ移行）

 



 

２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企

主機能 主

今後順次検討 □ 検討必要なし □ その他要検討

事業 理由

事業 理由

事業 理由

用途重複により複合メリット

の考えられる他事業

複合化により交流が望まれる

事業 理由

事業 理由

他事業

複合化を検討する事業の選択
□ □

既存施設運営主体が移動

他事業との複合化の検討

□

既存施設運営主体

C 0 4

既存施設運営主体との別 □ 別途新規採用

部 課 その他民間

運営主体を想定する

C 0 3

副機能

用

用

用 室

副

用

用 室

用 室

用 室

室

用 室

室

室

室

0 2

□

事業目的達成のための目標を設定 2 0 0P Ⅰ 0

Ⅰ 0 3

07

事業の内容を把握する

N - 01

C 0 1

事業利用者を想定する

地区

□

□
利用者対象区域

市内区域

町村区域 □

区

□ 親子

□ 区内区域

□ 学生

その他

□ 幼児 □ 児童

利用者対象年齢層

利用者数の想定 年間平均日当り

□成人

□ 事業者

高齢者

□ 団体

□

人人 繁忙時日当り 人 通常同時滞在数

C 0 2

事業用必要用途を想定する

用 室

用

事業の主たる利用者を想定し、構想企画段階の立地・規模の想定や
以降の段階における重点整備内容へ反映

利用者数の想定は類似
施設調査例を参考

事業の具体的な内容を考える第一歩

主 ねんりんピックボランティア休憩 福利厚生施設

複合による施設用途共有、新たな交流促進など積極的な複合化の検討

事業規模の検討時に影響有り
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事 教 文 健 経 防 住 生 主 企 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企 計

□ 有り交通計画上の整合性

□ 有り

□ 有り

分圏内

無し

30N

分圏内

利用者対象区域からの立地必要条件

自動車利用の場合

□ 無し

分圏内

分圏内

□

□ 無し静岡市都市計画マスタープラン上 地域別構想上の整合性

その他

その他

事業用途による立地必要条件

都市計画法都市計画区域

区別構想上の整合性

都市計画法用途地域

事業立地について検討する

バス停留所から徒歩

主利用者

広域

公共交通機関利用の場合
鉄道利用駅から徒歩

利用者来場手段

Ⅰ 0 4

2 0 0 70 1 - 0 0事業目的達成のための目標を設定

C 0 1

P Ⅰ

事業の立地を検討する

土地区画の規模

土地取得の状況

□

□

□

土地来歴など（災害記録確認）

他公共施設等との関係性

周辺環境調査

周辺道路整備の状況

検証済 □ 未検証

□ 検証済 □ 未検証

検証済 □ 未検証

□ 検証済 □ 未検証

検証済 □ 未検証

□ 済 □ 未済 □ 取得可

候補地の検証

Ⅰ 0 5

C 0 1

事業規模について検討する

既存施設面積調査（大規模施設）
用途面積 ㎡ 収容人員 人

一人当り面積 ㎡

人
既存施設面積調査（小規模施設）

一人当り面積 ㎡

用途面積 ㎡ 収容人員
既存施設整備状況規模の検証

一人当り面積 ㎡

省

収容人員 人

用途面積 ㎡

施設

法 通知
施設管轄省庁

必要室

施設整備基準による規模の検証

事例調査の方法 □

施設整備補助基準

□公表資料による 現地調査

開所 年 利用圏域

人

一人当り面積 ㎡

用途面積 ㎡ 収容人員竣工年及び規模
類似施設先進事例との比較

一人当り面積採用基準 ㎡ 収容人員 人

㎡ 収容人員 人

事業規模の想定 採用の理由

想定規模

□

□事業の規模を検討する

出来るだけ多様な可能性について、多くの部局の意見を踏まえて検討

所要室条件など未確定な要素が多いため他施設事例より想定
複合化を検討する場合その要素を含む、含まないを明確にする
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事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企 計

電波障害への配慮 □ 有り □ その他

□バリアフリー法特別特定施設2000㎡以上

避難施設への避難計画作成

□

内容

該当 非該当

無し □

P Ⅰ 0 1 事業目的達成のための目標を設定 0N - 0 0

Ⅰ 0 6

2 0 0 7

C 0 1

地域性についての目標

周辺自然環境への理解 □ 有り 内容

地域の歴史・文化・風土への理解 □ 有り 内容

周辺都市環境への理解 □ 有り 内容

地域の良好な景観形成要素の理解 □ 有り 内容

C 0 2

機能性についての目標

利用者、管理者の安全性への配慮

利用者、管理者の利便性への配慮

把握している□

施設利用者利便性向上についての提案

施設運営上の問題点について

内容

無し □

無し □

内容

その他情報化による利用者利便性向上提案 □ 有り □

無し □ その他

内容

情報化による情報安全管理手法提案 □ 有り □
高度情報化社会対応への配慮

防災拠点施設として整備の必要性

防災拠点施設必要機能について理解

近隣災害時避難施設の把握
災害時における施設機能保全の配慮

無し □ その他

□ 有り □ 無し □ その他

有り

その他

□ 有り □ 無し □ その他

□

内容

□ 有り □

内容

施設管理者利便性向上についての提案 □ 有り □

快適な屋内環境を確保する配慮 既存施設状況のヒアリング（管理者） □ 有り □ 無し □ その他

□

C 0 3

経済性についての目標

無し □ その他

内容

長期耐久性向上のための構造的提案 □ 有り □
構造体の長期耐久性向上への配慮

内部空間フレキシビリティー 用途転用の事例について確認 □

建築物のLCCに対する配慮

無し □ その他有り □

無し □ その他ライフサイクルコストに対する理解 □ 有り □

すべての人の円滑な利用への配慮

□公共建築物として必要な機能について目標を設定する

4

建築物のメンテナンスについて理解 □ 有り □

□

有り □

無し □ その他

その他

無し □

無し □ その他

建築設備の更新サイクルについて理解 □ 有り □ 無し □ その他

構想企画段階では検討が難しい要素が多いが、基本計画でのプロポーザル
発注を想定すると、これらの要素について既知である必要が有る

（例：ホール可動床上段への出入り口管理）

（例：インターネット施設予約）

（例：サーバ室入退場に生体情報認証システム採用）

地震・津波・浸水など

防災拠点施設のため免震構造採用

建築物を将来に渡って有効なストックとして活用するための工夫

以降の段階での重点整備項目内容に反映

公共建築物の求められる姿を
主管部局を含めて共通認識
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事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

㎡

㎡

㎡

㎡施設規模 建

施設名称 施設住所

開所年月 敷地面積

建施設規模

P Ⅰ 0 1 事業目的達成のための目標を設定 2 0 0 7 N - 0 0 5

C 0 4

Ⅰ 0 6

0

環境保全についての目標

無し □ その他

公共建築物採用実績資料収集 無し □ その他

建築物総合環境性能評価システム解説 □ 有り省エネルギー性能の向上

□ 有り □

□

□ その他
自然エネルギーの積極的な利用

製品最新事例ヒアリング（メーカー） □ 有り □

有り □ 無し

無し

その他

無し □ その他

□環境保全配慮対応建築材料、設備機器

リサイクル製品、リユース可能材料の使用
設計資料整備確認（リユース製品）

□設計資料整備確認（リサイクル製品）

設計資料整備確認 □

Ⅰ 0 7

有り

□ 有り

類似施設先進事例調査記録

その他無し □

C 0 1

参考とすべき特色

現地 □

施設名称

開所年月資料

無し

□

利用人員想定

施設データ

調査手法

設計図書 □ 有り □ 施設構造

建設工事費

その他工事費

総工事費

C 0 2

施設構造

保全修繕費

建設工事費

運営費その他 維持管理費

設計図書 □ 有り □

事業諸室施設構成

利用人員想定

総工事費

□

□

施設住所

敷地面積

その他工事費

事業諸室施設構成

公共建築物として必要な機能について目標を設定する □

□

建設工事費

資料

無し

施設データ

参考とすべき特色

調査手法 □ 現地 □

建設工事費

運営費その他 維持管理費

保全修繕費

ＣＡＳＢＥＥの評価について理解

土地取得費、敷地造成費、各種外部委託料
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事 教 文 健 経 防 住 生 主 企 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

□

0 6

0 4

業務適正期間についての補足

施設規模より各業務適正期間の算出 工事 理由

静岡市総合計画上 無し

市政における整備目標

C

完了
建設工事期間

年 箇月

実施設計期間
年 箇月

年 月 開始 年 月

年

月年 月

基本計画期間

基本設計期間
年

開始

年

年 月

完了

完了年 月 開始

箇月

完了月

箇月

月

事業整備スケジュール策定

その他

C 0 5

無し□

建設工事以外の工事

有り

実施設計見込期間

造 建て

基本計画見込期間

基本設計見込期間

構造

施設規模

□ 有り 期日

□ 有り 期日

C 0 3

その他

事業整備スケジュールを策定する

0

理由

理由

理由

□ 有り 期日

□ 有り 期日

事業開始

事業整備における厳守すべき期日

理由

理由

補助協議

議会承認 □ 有り 期日

C 0 2

許認可提出

7 N - 0 0

Ⅰ 0 1

P Ⅰ 0 2 事業整備スケジュール策定

事業整備スケジュールの概要

C 0 1

2 0

整備年次の計画 □ 有り □ その他□

年

建設工事見込期間

開始

□

㎡

工事 理由

□

年

最終的な目標を明確化

事業概要施設規模から標準建設工事期間が求められる
計画・設計工期は過去の事例から想定
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事 教 文 健 経 防 住 生 主 企 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 財

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企

□ 導入候補外 □

適正有り

該当 □

円 用途

平米単価

円 平米単価

金

円

市民への公表

小規模であるが導入検討を要する

□ 適正無し

非該当 □ＰＦＩ導入基本方針の確認 導入検討範囲 □

市単独整備費 部 金

円公的資金借入金 省

その他寄付金など 省 金 円

国家関係省庁補助金（県補助含む） 省 金 円

類似施設先進事例整備費について

公共建築整備平米単価

整備事業費財源内訳

円

概算建設整備費 円 採用の理由

概算建設整備費

円

平米単価 円

施設規模 ㎡ 建設費

円建設費

円
類似施設先進事例整備費について

㎡

既存施設保全データから算出

施設規模

平米単価

想定規模

□

採用平米単価

用途

㎡

C 0 4

C

02 0 0 7 N - 03 概算事業費策定 0 7

Ⅰ 0 1

P Ⅰ 0

概算事業費を策定する □

C 0 1

概算建設整備費について

円

概算事業費について（他費用）

C 0 2

運営経費について

保全費について

その他

□ その他

□ 既存施設運営経費から算出 □

概算事業費策定

0 3

円

建設工事費 円

運営経費 円 平米単価

円

円

その他 円 平米単価 円

保全費

円

C 0 5

概算事業費 円 平米単価

ＰＦＩ事業検討

指定管理者制度による事業運営の検討

ＰＦＩ導入検討調査「事業調査票」 定性評価結果 □

ＶＦＭ試算による一次評価 □ 導入候補事業

□ 検討必要 □ 検討対象外

事業内容に未確定部分が多いため概算工事費に含まれるもの、
含まれないものを明らかに

土地取得費、敷地造成費、外部委託費、電波障害対策費など

建物用途により
単価有り
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事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主

概算事業費策定の状況

機能性についての目標

経済性についての目標

環境保全についての目標

事業整備スケジュール策定状況

他事業との複合化の内容

事業立地検討の状況

事業規模検討の状況

地域性についての目標

事業の目的及び実施により期待する効果

事業に対するニーズの確認

想定される事業利用者

想定される事業運営主体

事業内容について

□

C 0 1

Ⅰ 0 2 事業企画書内容抜粋

引き継ぎの状況

資料整備が未完

0 7構想企画業務に対する評価 2 0

資料整備済み □

□ その他

有り

財政

理由

□ その他

基本計画による概算建設整備費の見直しが必要

□ 未済

□ 整備単価が丌適正

事業整備スケジュール策定について

概算事業費策定について
□ 整備単価が適正

□

□

建築
設計

委託
業者

協議必要部局との調整 □ 理由

構想企画決定内容の変更可能性 □

有り

□ 無し

□ 無し

計画

事業内容変更の可能性について

関係他部局との連携について 管理者

C 0 3

検討、決定事項内容の他部局との調整 □ 済み

企画
他部局担当者名

建築

□ その他

□ 厳守すべき期日の調整が可能 協議先

□ 業務期間が適正 □ 業務期間が丌適正

□ 資料整備が未完 □ その他

建設候補地検証の資料整備

事業規模想定の資料整備 □ 資料整備済み

構想企画業務内容について

内容

資料整備済み □ 資料整備が未完 □ その他

□ 適正期間 □ 期間が適正でない

C 0 2

年 箇月構想企画業務の工期について

年 月 完了年 月 開始

内容引き継ぎ資料の精査の状況 □

C 0 1

Ⅰ 0 1 □次段階業務への資料引き継ぎの状況

P Ⅰ - F 00N - 0 8

未協議、未調整の事項について明らかにして業務を引き継ぐ

他部局との協働の状況について記載

構想企画業務に対する適正期間の想定
は無い、以降業務への資料として確認

時間の経過により状況は変化
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第２章 

整備プロセス「基本計画」 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２９ 

第２章  整備プロセス「基本計画」 
 

 

 

 

 

基本計画の段階において、公共建築物としての目標に到達するための、企

画内容を明確にします。この企画内容が特殊な要素を含む場合、概算整備事

業費の算出にも項目として計上します。これにより、事業の整備と足並みを

そろえた、より良い公共建築の実現が可能になります。 

 

 

□事業を具体的な設計業務に移行させる前に、敷地や建物用途などの、様々

な条件を整理し、敷地利用、事業に必要な諸室間の機能的な構成、周辺環

境の中での建物のあり方について、概略のイメージを組み立てます。 

□市民の意見をいかに反映することができるかが、利用者にとって望ましい

事業展開だけでなく、市民に親しまれる施設の建設に繋がります。 

□事業の内容によって、市民の関心の高さを勘案し、市民と協力して施設の

整備を行うことを目的とした、市民参画手続きの方法を検討します。 

□市民参画手続きについては原則、広く意見を募集する方式を実施するもの

として、効果的に市民意見を反映できる方法を併用するように努めます。 

□提出された市民の意見を十分検討し、施設の整備に反映できるものについ

ては、積極的に反映させると共に、その検討結果を速やかに公表します。 

 

 

□事業運営により、利用者へ提供するサービスを、具体的に想像し、その活

動状況が、魅力あふれる状態となるような、コンセプトを導きだします。 

□周辺環境への配慮、周辺景観の取り込みなど、敷

地条件から生み出されるコンセプトも有ります。 

□市民参画手続における討議型手法の一つである、

市民ワークショップの共同作業によって、共有で

きるコンセプトを形成することも有効です。 

□基本設計において、コンセプトを形態へ昇華させ

るために必要となる思想を、言葉に表現します。

具体的な内容である必要はありません。 

 

 

ＰⅡ 

基本計画段階における業務達成成果目標 

ニーズを反映させた事業計画作成 
～設計条件として 
ニーズを汲み上げる～ 

設計思想をコンセプトとして立案 ～思いが伝わるコンセプト～ 

 



 

３０ 

 

 

 

 

（１）敷地に関する条件を整理する 

□立地が確定した状況で、敷地に対する様々な条件を整理します。敷地の確

定は、建築計画上の条件をはっきりとさせる上で、重要です。基本設計段

階までには、敷地境界を確定し、敷地面積を確定します。 

□敷地への道路や基盤の整備が、行われているかを確認します。 

□交通計画においては、歩行者、車両各々の条件を整理し、安全な計画を行

います。敷地の状況によっては道路幅員の拡張や、敷地内への歩道整備が

必要となります。周辺施設との関係を示すことも必要です。 

□設備基盤整備の状況は、接続の有無及び容量の過丌足を確認します。必要

設備の確定や、容量の想定が、基本設計時点にならないと行われない場合

は、引き続き検討事項として基本設計に引き継ぎます。 

□敷地内の高低差や既存施設の状況など、正確な資料が丌足している場合は、

測量などの外部委託を、基本設計工程に間に合うように発注します。 

（２）建物に関する条件を整理する 

□市民のニーズを集約し、計画へ反映させる方法を

検討する必要があります。インターネットを利用

した、市政モニター制度などの広聴による意見の

収集も、有効な手段となります。 

□市民ワークショップの開催を選択した場合でも、

市民が広く参画可能なように、意見募集型の手続

による方法を、併用して実施する場合もあります。 

□ワークショップでは、参加者間の合意を形成する関係を造り上げるための、

複数回に及ぶ活動が欠かせません。またその準備にも時間が必要です。 

□事業建物の規模について、基本計画では、類似施設から想定される規模の

算定以外と併せて、必要諸室の積み上げからの規模想定も行います。 

□複数の規模想定により、基本設計における平面計画組み立ての根拠となる、

必要想定面積規模を造り上げます。 

□建物に関する法律上の規制については、新規建物の建設よりも、既存施設

を増築する場合の方が複雑になります。建築基準法は時代と共に改正され

ているため、古い建物が、現行の法律に適合していない場合があり、その

丌適合状況を、定期的な調査によって把握しておくことが重要です。 

 

１ 目標到達のための企画内容を明確化 

基本計画段階における業務進行水準 

 



 

３１ 

 

 

 

 

（３）公共建築物として必要な機能の目標に対する企画内容を明確にする 

１）地域性についての企画内容 

□静岡市の広い行政区域には、変化に富んだ自然景観、長年培われてきた

風土といった、地域性の特色を示す土壌があります。 

□事業立地によって、それぞれの地域での継承すべき歴史、文化、風土や、

保存すべき自然環境、発展すべき都市環境についての調査が必要となり

ます。それらのなかで、何をテーマとするかは、基本計画における建物

のイメージを決定する要素の一つとなると考えられます。 

□敷地条件整理の延長として、周辺景観を調査し、それを良好に保つため

に事業整備のなかで可能な事項を明確化し、配置ゾーニング図の作成に

おいて具体化します。事業敷地内の緑化、広場状空地の確保に努めます。 

２）機能性についての企画内容 

□施設利用者、運営者の安全性や利便性についての、配慮事項を検討しま

す。利便性については、現況施設の利用者、管理者へのヒアリングを実

施するなど、出来るだけ、現場の声を反映させる工夫が必要です。 

□利便性の一貫として、事業の案内性について、運営上のソフト面を含め

た配慮事項を企画内容に含めます。施設の規模が大きいほど、また複合

化されるほど、わかりやすさへの配慮が重要視されます。 

□バリアフリーへの配慮として、特定建築物・特

別特定建築物の区分により、バリアフリー法に

おける移動等円滑化基準に適合させます。利用

主体者が高齢者、幼児となる場合や、病院など

については個別の配慮を行う必要があります。 

□ユニバーサルデザインの考え方については、公

共建築整備指針にある基本的な考え方を理解し

た上で、以降の設計内容に反映させます。 

□魅力あふれる空間を創造するために、類似施設

先進事例などの資料収集において、事業の運営

上参考としたい空間のしつらえなど、写真や図

面などの資料を添付し、建物イメージについて

のコンセプトなどの立案に役立てます。 

 

１ 目標到達のための企画内容を明確化 
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□魅力あふれる空間を創造するために、類似施設先進事例の資料収集にお

いて、事業の運営上参考としたい空間のしつらえなど、写真や図面など

の資料を添付し、建物イメージについてのコンセプト立案に役立てます。 

□事業の内容により、利用者の利便性向上のための情報化の手法を検討し

ます。併せて発生する情報の集積を、安全に運用する手段を検討します。 

□火災発生時の避難上の配慮事項はもちろん、地震発生時における避難上

の配慮事項について、内容を検討します。 

□静岡市浸水対策推進プランおける、雨水流出抑制対策重点地区該当する

場合、市所管施設には雨水貯留、浸透施設の設置が義務づけられます。

敷地の状況、建物整備の状況に応じて、雨水の流出を抑制するための施

設を設ける必要があります。 

３）経済性についての企画内容 

□建築物を長期間にわたり有効に運営していくためには、建設整備費以外

にも計画的な保全、維持管理の費用が必要です。建設整備費は短期間に

必要な費用が集中するため、公共建築物の経済的な整備においては、こ

の費用を抑えることに注目されますが、ライフサイクルコスト全体を見

据えた総拢的な費用対効果の検討及び長寿命化の工夫が求められます。 

□更新の必要な材料、機器については、修繕及び保全を容易に行えるスペ

ースの検討、材料の選択に配慮した計画とすることが必要です。 

４）環境保全についての企画内容 

□事業整備には周辺環境への影響が伴います。影

響を出来るだけ尐なくする提案が必要です。 

□事業建物内部を、快適な状況に保つためには、

環境から受ける負荷を尐なくするなど建築的な

工夫が必要となります。また事業内容に即した、

自然エネルギーの活用手法を検討します。 

５）耐震についての企画内容 

□事業の種別により、構造体、非構造部材、建築設備の耐震性能が要求さ

れます。災害時避難施設となる場合、被災後も即時利用するため、要求

される耐震性能以外にもライフラインの代替経路確保、設備的な独立運

用の確保など、基本設計での詳細検討が必要です。病院などの生命維持

に関する重要施設は、電源など自己供給のための施設整備が必要です。 

１ 目標到達のための企画内容を明確化 
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（１）基本方針としてのコンセプトを立案する 

□事業を立地する敷地の条件を整理し、敷地分析図

を作成します。制約される条件と、敷地にとって

良好な条件を敷地形状の上に明らかにします。 

□敷地分析図に重ねて、交通計画を踏まえた、配置

ゾーニング図を作成します。敷地に関する条件整

理で行った、周辺景観の分析結果を活かし、良好

な景観形成に寄不できる要素を、配置ゾーニング

図に記載します。 

□敷地利用について配慮した内容を、コンセプトとして言葉にします。 

□事業の目的、利用者の想定から、具体的な利用のされかたを描きます。そ

の活動の望ましい状況や、活動が行われる空間の好ましい状態を、コンセ

プトとして言葉にします。 

□地域性についての企画内容で選択した項目が、事業内容を踏まえた、建物

イメージを形成する要素として、ふさわしいかについて検討します。風土

に培われた建築形態や、建築材料などを採用することも手法の一つです。 

□事業整備自体についての配慮事項がある場合、これをコンセプトの一つと

して、記載することもあります。歴史的資料として貴重な建物の、保存再

生工事などが該当します。 

□事業スケジュールについて、厳守すべき期日の確認を行い、各整備プロセ

スの、時間的な制約が問題となるか否かなどを検討し、配慮事項をコンセ

プトの一つとして明記します。 

 

 

（１）企画内容に配慮した事業費算出 

□屋上緑化工事や免震構造の採用など、企画内容のなかで、特殊な工事とし

て計上が必要な要素について、予算化する上で、概算整備事業費算出上、

別項目として計上します。 

□実際の平面計画を伴っていない事業規模の算定のため、構想企画段階と同

じく、類似施設先進事例からの概算整備事業費の算出となりますが、工事

費を細分化し、建築物の床面積に付随する単価、敷地面積に付随する単価

と、それぞれに整備面積から概算金額を算定します。 

２ コンセプトの立案 

３ 予算化のための事業費算出 
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□管理運営費についても、類似施設先進事例の実経費を調査の上、保全費用、

運営費用のなかで細分化し、事業費を算出します。 

 

 

（１）基本設計における外部委託方法について検討する 

□基本設計の外部委託の範囲及び、外部委託業者の選定方式について検討し

ます。事業の特殊性により、選定業者が限定されないか、確認します。 

□事業の内容、規模により、設計競技方式又は設計プロポーザル方式などに

より、設計候補者及び次点設計候補者を参加者のうちから特定します。 

□上記設計協議方式などの参加者は、公募又は指名により募集します。その

決定機関は事業規模により異なります。 

□外部委託の手法の一つとして、民間活力活用による事業手法の検討を行い

ます。事業内容、規模により指定管理者制度による事業運営の検討を行い、

よりよい行政サービスの提供を目指します。 

 

 

（１）次段階事業への資料引き継ぎの状況 

□以降の段階へ業務を引き継いでいけるような、資料整備の状況を確認しま

す。外部に委託を行う場合、委託仕様書として整理できる状況にあるかど

うかの、確認が必要です。 

□基本計画のスケジュールが、以降の整備プロセスに影響を不えるかどうか

の判断を行い、最終的な事業開始時期を検討します。 

□財政部局との協議により、基本計画の内容に含まれる公共建築整備企画内

容の見直しを検討します。 

□構想企画段階での決定事項からの、変更の有無及び変更の程度について、

確認します。変更の理由と、変更の内容について、関係他部局へ周知が行

われていることを、確認します。 

□立案したコンセプトが、施設管理者や市民との、合意が得られているかに

ついて確認します。 

（２）基本計画内容抜粋 

□基本計画内容の抜粋に併せて、計画敷地の各種法的制約、規制及び施設建

物の各種法的制約、規制について整理します。 

３ 予算化のための事業費算定 

４ 外部委託方法の検討 

５ 基本計画業務に対する評価 
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基本計画 P Ⅱ

業務進行水準 Ｐ Ⅱ 0 1 Ｐ Ⅱ 0 2

０ ３
公共建築物として必要な機能の

目標に対する企画内容明確化

事業立地検討の状況

Ⅰ ０ ２ 建物に関する条件を整理する

敷地確定状況

事業目的について整理

事業整備重点配慮事項

既存ストックの把握建物イメージコンセプト

既存ストックの把握構造計画設備計画コンセプト

事業スケジュール重点配慮事項

既存ストックの把握基盤整備の状況

１

市民要望反映の手法について

達成成果目標

地域性についての企画内容

耐震についての企画内容

環境保全についての企画内容

経済性についての企画内容

市民参画手法

道路と敷地の関係

基本方針コンセプト立案

既存ストックの把握敷地利用計画コンセプト

静岡市総合計画等との関係

事業内容コンセプト

企画内容明確化の技術協力

機能性についての企画内容

設計コンサルタント

施工

総合計画との調整

財政部局

建築設計部局

既存ストックの把握

既存ストックの把握

施設管理者

類似施設資料提示

建築計画部局

主管部局

企画部局

０Ⅰ

Ⅰ

１敷地に関する条件を整理する

隣接地と敷地の関係

Ⅰ ０

◇ ニ ー ズ を 反 映 さ せ た 事 業 計 画 作 成

◇ 設 計 思 想 を コ ン セ プ ト と し て 立 案

市民参画による提案

目標到達のための企画内容明確化

市民要望の反映

コンセプトの立案

建物法律上の規制を確認

既存ストックの把握敷地法律上の規制を確認

既存ストックの把握自然条件について

既存ストックの把握事業建物について整理
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Ｐ Ⅱ 0 3 Ｐ Ⅱ 0 4 Ｐ Ⅱ － Ｆ

管理運営費算出

概算整備事業費算出

Ⅰ 0 ２ 基本計画書内容抜粋

基本計画業務内容について

予算化上企画内容特殊要素 引き継ぎの状況

事業変更の可能性について

基本計画業務に対する評価

0 1 次段階業務へ引き継ぎ状況

委託業者選定方法

1 重点整備項目反映事業費算出0Ⅰ 基本設計外部委託検討 Ⅰ

基本計画外部委託の状況

外部委託方法の検討

0 1 基本設計外部委託方法の検討Ⅰ

予算化のための事業費算定

民間活力活用事業手法検討
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事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主 企

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

1

Ⅰ 0

日月

P Ⅱ 0

N

2 0

1

1

7 事 業 名 称0

記載開始年月日

敷地に関する条件を整理する

年 担 当 者 名- 0 0

2

事業立地検討の状況について

静岡市総合計画等の上位計画との関係

C 0

C 0 3

敷地確定状況

敷地取得状況

敷地境界確定状況

建築基準法上の規制

その他の敷地条件による法律上の規制

□ 無し

道路斜線

有り地域として指定される法律上の規制

□ 確定済み □

□ 敷地測量図

防火地域

無し

側幅員

敷地境界確定資料

m 敷地

□済み

敷地に接する道路

4

隣接地と敷地の関係

0 6

0 100

未確定の場合の理由

□

C 0

プロジェクトとして記載

他プロジェクトとの関係

未確定

□ その他

未確定

未取得の場合の協議先

-目標到達のための企画内容を明確化 2 0 0 7 N

未取得

C 0

交通計画作成

C 0 5

敷地面積確定 □

無し□ 有り

区別プロジェクトマップ上

□ 公図

道路と敷地の関係

□ 取得済み □

都市計画法上の規制

C 0 7

規制内容

土木基盤整備の状況
排水接続先

その他

有り□

□

高さ

□ 有り

用途地域

□ 無し 規制内容

無し

建蔽率容積率

規制内容

日影規制隣地斜線

□

隣接地所有者

□

隣接地所有者の確認 □ 有り □

□

敷地に関する法律上の規制を確認

□ 無し

□

有り

□ 有り □ 無し

主 管 部 局

□ 検証済み □

□

未検証

その他

交通計画上の問題点

㎡

□ 無し□ 有り

面積

m 接道長さ

□ その他電気 □ □ 上水

C

□設備基盤整備の状況 □

基盤整備の状況

下水通信

敷地造成の必要

雨水排水整備の必要

□

道路名称

ガス

立地確定済みとする

基本設計以前の段階で立地検討があった場合、その内容を転記する

区別プロジェクトマップ上に計画敷地を記入したものを用意

基本設計段階までに用地を確定する

設備方式・必要容量算定後詳細に検討を行う

事業内容によっては隣接地所有者との
初期段階での協議が必要

事業建物を具体化する前に規制を確認する

港湾法、航空法、自然公園法、
文化財保護法、河川法、鉄道事業法

敷地利用計画上、道路と敷地の関係は
重要な要素
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事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

その他の環境条件

C 0 1

有り

□

事業目的について整理

消防法上の規制

□

□

用途別必要諸室一覧

諸室関係構成図作成

その他

駐輪場

無し□ 有り

無し

Ⅰ 0 2 建物に関する条件を整理する

□

0 2

地震による津波予測

最大

□

高潮予測

ミリ

最高気温 最低気温

時間降水量

月

10分間降水量

瞬間最大

海岸（災害予測）

P Ⅱ 1

C

07目標到達のための企画内容を明確化 2 0 00

風向風速（気象庁データ）

自然条件について

敷地に関する条件を整理する

0

河川（災害予測）

気温（気象庁データ）

□

□ 無し

□ 無し

Ⅰ

□ 有り

0 1

0 8

降雨量(気象庁データ・消防記録) ミリ

無し

C

規制の内容

日降水量 ミリ

敷地内用途構成図作成 □ 有り

□

有り

建物に関する法律上の規制を確認

無し

活動記録の作成担当部局

0 4

建物規模について検討

積み上げによる規模算定

事業必要施設間の関係性

□

□

有り

N -

□

C

□

2

市民要望の反映の手法について

0

市民アンケートの実施

市民参加ワークショップの実施

事業必要用途について（事業建物外）

駐車場

3

確保

0

□ 無し

事業建物について整理

㎡□ 有り □ 無し

管理者要望の確認済み

降雪深さ合計 ｃｍ

有り

事業基本用途

ゆとりの用途

要望諸室面積算定

確保

㎡

降雪（気象庁データ） ｃｍ最深積雪量

□□ 無し

無し有り

要望諸室の確認

無し

算定根拠

集計結果の分析担当部局

算定根拠

□

□

異なる□□ 近似

特殊消火設備の設置義務有り

理由

増築における既存部分建築基準法上の規制

項建築物

類似施設との比較

有り

事業開始届け出についての規制 □

C

規制の内容

類似施設からの規模算定

□ 無し

□

□ 有り

事業必要用途について

土地来歴についてヒアリング可能であれば行う

構想企画における事業目的の設定を記載
新規事業であれば新たに根本的な目的を明記

事業を利用する市民へ提供可能なゆとりやぶらり立ち寄りによる
交流を検討

営業に関する様々な法律の確認必要

事業内容及び規模により手法を決定

外部へ委託する場合記録を確認

保全システムデータの定期調査報告確認
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事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計 管

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

□

□

2,000㎡以上

内容

内容

1.0以上

自然エネルギー利用手法の提案 □

□

□

建築物の耐震性（用途係数） □

有り

無し有り災害時避難施設としての機能

□1.25以上

主要構造へ採用検討

無し

特定建築物

内容

無し

有り

無し コメント

防災拠点施設としての性能 □

□

総合案内所

事業内容を反映した情報化対応

情報の安全性確保のための手法

有り

□

□ 有り

安全性についての企画内容

□

機器配管類を保全するための特殊な構造 □ 有り □

周辺環境への負荷低減を図る電気設備計画

内容

□

運営者の利便性に対するヒアリング

有り

2

地域の景観の分析

利用者の利便性に対するヒアリング

機能性についての企画内容

有り

木材など地場産材料の採用

発展すべき周辺都市環境 有り

2

無し

□ 有り

地域性についての企画内容

3

Ⅰ 0 3

0

C 0 1

P Ⅱ 0 0- 0N0 701 目標到達のための企画内容を明確化

内容□

内容

□ 無し 内容

無し

□

□

仕上材料へ採用検討

公共建築物として必要な機能の目標に対する企画内容を明確にする

□

□ 有り □

無し

内容

□

内容

□

□ 無し

特別特定建築物

対象者

0

□

有り □

バリアフリー法

有り □ 無し

□

C

無し□

無し

有り有り □ 総合案内板

□

保存すべき周辺自然環境

継承すべき地域の歴史・文化・風土

□ 無し

□ 無し 内容

無し

□

内容

事業内容の案内性に対する配慮

事業利用者へのバリアフリー設計

事業内容による利用者の特徴

魅力ある空間例として類似施設写真 □ 有り

主体となる利用者の想定

□

□

無し 内容□

□

内容火災時・地震時避難上配慮事項

C 0 3

災害時避難計画

長期耐久性を確保するための構造

経済性についての企画内容

C 0 4

ライフサイクルコスト経済性検討

環境保全についての企画内容

□ 有り

周辺環境への負荷低減を図る空調設備計画 □ 有り

周辺環境への負荷低減の提案

内部への環境負荷を低減させる提案 □ 有り

積極的なリサイクル製品採用 □

C 0 5

試算を行う 基本設計で試算を行う□ □

内容

有り □

内容

内容

無し

□ 無し

□

無し

無し□ 有り ■

□

無し 内容

無し

有り □

内容

内容

有り

無し

□

□

施設の魅力を高めるための検討内容

幼児、高齢者、患者

好ましいと考えられる空間について

屋上緑化・太陽光発電・省エネなど採用の希望を表明

災害時避難施設該当する場合
耐震性能以外にライフラインの代替経路や自己供給、備蓄への備えが必要

予算組みで金額を計上したい特殊要素について記載

免震構造

配管用ダブルスキン設置

視覚的な美しさに寄不する要素となるか検討
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事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

箇月月

イメージスケッチを添付

年

内容

事業整備における重点配慮事項

□ 有り 内容

活かしたい周辺の良好な景観について □ 有り 内容

有り

敷地利用計画についてのコンセプト

配慮事項

0

配置ゾーニング図の作成 □

配慮事項

有り

0コンセプトの立案 - 0N

完了

月

月

□

年

有り 内容

□

4

基本方針としてのコンセプトを立案する

□ 有り 内容

内容

□

内容

□ 有り 内容

□ 有り 内容

有り 内容

0 7

Ⅰ

C

0 1

1

0

開始

開始

月 開始 箇月

完了

年

年

月

月

年 完了

内部空間における魅力あるポイント

P Ⅱ 0 2

市民参画による提案

敷地分析図の作成

周辺環境への配慮すべき事項について

市民参画による提案

C 0 3

C 0 6

利用形態における魅力あるポイント □

事業内容と周辺環境の関連性について 有り 内容

特色有る地域の景観形成手法 □ 有り

実施設計期間

有り

年

月

年

事業スケジュール変更などの配慮

7C

箇月年開始基本計画期間

0

月年

基本設計期間

期日厳守すべき期日について

建設工事期間

□ 有り 理由

用途規模による設備の特殊性 □

用途規模による構造の特殊性

建物設備計画についてのコンセプト

C 0 5

□ 有り 内容

市民参画による提案

特色有る地域の建築材料

建物構造計画についてのコンセプト

C 0

C 0 2

事業内容についてのコンセプト

4

建物イメージについてのコンセプト

箇月

年

完了

□□ イメージ写真を貼付

□

□

有り

2 0

年

年

条件を記入し良い点、配慮が必要な点について
多角的にとらえる

コンセプトを市民と共有する必要があり、その手法に
ついては要検討

コンセプトを形態として表現した時に
視覚的に美しいかを判断する

事業整備自体がコンセプトとなる場合に記入
歴史的な価値が高い建造物の保存再生など

体育館など特殊な空間を構成する場合など

余熱利用施設など
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事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

円

0 N

概算整備事業費

平米単価

平米単価

平米単価

平米単価

類似施設先進事例建設整備費分析

建築工事費

円）（平米単価円

円

円 円）（平米単価

円 出典

円 出典

7

円 （平米単価

円

円

円

（平米単価

（平米単価

運用費用
通信費

その他

合計

合計

光熱水費

保全費用

円

円

設備保守運転費

清掃費

保安費

円

経常修繕費

平米単価

設備工事費

外構付帯工事費

工事費

工事費

工事費

平米単価

平米単価

円）

円）

円）

円）

（平米単価 円）

円）

円

円

円

円

円

円

設計委託費など

円 （平米単価

（平米単価

（平米単価

出典

円

円

円

円）

予算化のための事業費算定 2 0P Ⅱ 0 3

耐震対策

工事費

工事費

工事費計

工事費

特殊内容工事費加算

C

別途工事費

0 3

概算整備事業費合計

管理運営費算出

合計

その他工事費

建築工事費

設備工事費

外構付帯工事費

円

円

円

0 5- 0 0

重点整備項目に配慮した事業費算出

C 0 2

概算整備事業費算出

円

予算化における企画内容特殊要素

1

Ⅰ 0 □

C 0

1

別途計上すべき特殊内容

特殊内容工事費単価算出

環境配慮対策

災害対策

採用要望内容について記載

 



 

４２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 計

事 教 文 健 経 防 住 生 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主

□

基本設計の期間

基本設計外部委託方法の検討

基本設計における外部委託について検討

完了 年 月年 月開始

- 6

□ 有り発注仕様書

期間 年 箇月

□ 無し

□

設計業務の特殊性
□ 特許著作権

その他

□

行わない □

□ 業者選定委員会

C

基本設計 □ 実施設計

有り □ 無し

その他理由能力実績

指定管理者制度による事業運営の検討 その他□

民間活力活用による事業手法の検討

外部委託における条件 □

□

その他

委託業務範囲の選択

0 3

□

C

設計業務見積参加者決定機関

委託業者選定方法

C 2

業者選定部会□

0

0

基本計画における外部委託の状況

Ⅰ 0

1

P 0 4 外部委託方法の検討

0

□

1

07 N0 0

C

Ⅱ 2 0

0 4

□ 行う

アンケートの分析をコンサルタントに委託
ワークショップの開催を外部に委託

設計業務の特殊性、設計業務の規模により
決定機関が異なる

設計業務期間及び設計業務の規模により
委託範囲の選択
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事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主 計

事 教 文 健 経 防 住 生 主

事 教 文 健 経 防 住 生 計

対処方法

確定に必要な協議

□

年 月

期間が丌適正

決定 □ 未決定

確定 □ 未確定

協議必要部局との調整 □

無し 理由□構想企画決定内容の変更 □ 有り

有り □

□

□ 済み

□ 採用

事業内容変更の可能性について

□

未採用 理由

□ 未了 理由

無し 理由

無し 理由

基本計画決定内容の変更可能性 □ 有り □

□ 検査済み □ 指摘事項有り

予算検討による特殊要素の内容

C 0 3

基本計画外部委託成果品

基本設計外部委託業者の選定

民間活力による事業運営の検討

□ 見直しが必要 □ 設計に反映

□ 適正期間 □

基本計画業務スケジュールについて 実期間 年 箇月 予定 年 箇月

開始 完了月

により

□

年

施設管理者と
コンセプトの内容について合意形成

市民と により

□

工事について

資料整備済み □

□ 未了

□済み

済み

C

事業規模検討における積み上げ資料整備

基盤整備が未施工の場合

未完

□ 資料整備が未完

資料整備が未完□

敷地の確定

引き継ぎ外部委託先の決定状況

引き継ぎの状況

□

引き継ぎ資料の精査の状況 □ 資料整備済み

敷地条件整理における資料整備 □ 資料整備済み

F 基本計画業務に対する評価

0 1

0

□

内容

□ その他

と協議が必要

未了

理由

未整備資料有り

その他

次段階業務への資料引き継ぎの状況

基本計画段階で外部へ引き継ぎを行う

□ □

□

0N 7-2 0 0 7 0 0

Ⅰ

P Ⅱ -

1

C 0 2

□

基本計画業務内容について

Ⅰ 0 2 基本計画書内容抜粋

C 0 1

基本計画内容について

（事業敷地）

敷地の確定について

都市計画法地域地区（用途地域）の規制

　　　　　　　　　　（その他地区）

　　　　　　　　　（防火・準防火地域）

他法律によるその他地区の規制

都市計画法開発行為許可事前協議

接道状況

道路による建築規制

隣接敷地状況

隣接敷地による建築規制

引き継ぎを外部委託先へ行う場合
資料完備の状態を確認
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事 教 文 健 経 防 住 生 計

事 教 文 健 経 防 住 生 計

公衆浴場に係る建築物の規制

駐車場付置義務条例における規制

自転車等駐車場付置義務条例における規制

医療法に係る建築物の規制

基盤整備の状況

敷地の造成などにおける規制

地域による条例に関する規制

河川道路占有の許可

雨水流出抑制施設の整備規制

河川保全区域の建築制限

排水接続などにおける規制

用途による建築基準法上規制

共同住宅等ごみ集積所設置の規制

用途による消防法上規制

構造規模による建築基準法上規制

児童福祉法に係る建築物の規制

障害者福祉法に係る建築物の規制

調理施設に係る建築物の規制

既存建築物への現行建築基準法遡及

高齢者福祉法に係る建築物の規制

（事業建物）

事業建物用途

基本計画内容について

基本計画内容について

基本計画業務に対する評価P

（事業敷地）

C 0 1

-Ⅱ

C 0 2

□

0 8

Ⅰ 0 2 基本計画書内容抜粋

- 0 0N00F 72
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